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名古屋港管理組合告示第１５号
　平成１８年名古屋港管理組合告示第４１号で使用停止した次の港湾施設は、平成２３年４月１５日から使用を再開する。
　　平成２３年４月１５日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　　
名古屋市長　河村　たかし　

施設の種類　　荷さばき地
　区画を定めた荷さばき地

名古屋港管理組合告示第１６号
　平成１９年名古屋港管理組合告示第３２号で使用停止した次の港湾施設は、平成２３年４月１５日から使用を再開する。
　　平成２３年４月１５日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　　
名古屋市長　河村　たかし　

施設の種類　　荷さばき地
　区画を定めた荷さばき地

告 示

区　画面　積位　　置等級
名　　　　称

（括弧内は、その略称）

図による
平方メートル

１，０７９
５５号岸壁隣接

級

１
金城ふ頭東部Ｄ荷さばき地

（金城東Ｄ）

（図は省略）

区　画面　積位　　置等級
名　　　　称

（括弧内は、その略称）

図による
平方メートル

２，８５６
５６号岸壁隣接

級

１
金城ふ頭東部Ｅ荷さばき地

（金城東Ｅ）

（図は省略）
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名古屋港管理組合告示第１７号
　新舞子ボートパーク条例（平成１８年名古屋港管理組合条例第８号）第９条第２項の規定に基づき、平成２３年４月１日以後
の利用から適用される新舞子ボートパークの利用料金及び保証金の額を次のように承認した。
　なお、利用料金等の承認（平成１９年４月１３日告示第２１号）は、平成２３年３月３１日限り廃止した。
　　平成２３年３月３１日

名古屋港管理組合管理者　　　　　　　　
名古屋市長　河村　たかし　

　

　なお、係留施設利用者の駐車場の利用料金は、新舞子ボートパーク条例（平成１８年名古屋港管理組合条例第８号）第９
条第７項の規定に基づき免除します。

保証金利用料金利用単位施設の区分

１２万円（１区画当たり）１万円１月１区画甲区画
係留施設

９万円（１区画当たり）７千５百円１月１区画乙区画

５百円１日１台１回駐車場
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監査公表第１号
　地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき定期監査を実施したので、同条第９項の規定により、監査の結果に関する報告を
公表する。
　　平成２３年４月１５日

名古屋港管理組合監査委員　吉　井　信　雄　
同　　　　　　　　　　　　宮　島　寿　男　

１　監査の期間
　　平成２２年１０月２７日から
　　平成２３年３月４日まで
２　監査の対象及び実施年月日

３　監査の範囲
　地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき、平成２２年度の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について実
施した。
　なお、工事については、建設部の工事の内１件を抽出して、社団法人大阪技術振興協会に工事技術調査を委託し、これ
を参考に監査した。
４　監査結果
　事務の執行及び事業の管理については、おおむね適正に処理されていると認められたが、次のとおり留意改善を要する
指摘事項及び検討等を要する注意事項が見受けられた。
　なお、これらの事項については、必要な措置を講じられたい。
�　指摘事項
〈支出事務〉
ア　超過勤務手当において、未支給及び過支給となっているものがあった。
該当箇所　企画調整室、総務部、港営部

イ　休日給において、過支給となっているものがあった。
該当箇所　企画調整室

ウ　在勤地出張に係る旅費において、未支給となっているものがあった。
該当箇所　企画調整室

〈事務管理〉
　今年度から導入した「庶務事務システム」のシステム不具合により、超過勤務手当における未支給及び過支給の発生
が見受けられた。必要なシステムの改善を行うと共に、操作方法を一層周知することにより、適正かつ適切な運用に努
められたい。
該当箇所　総務部

 

実　施　年　月　日対　　象

平成２２年１０月２７日
平成２３年２月２２日

監査委員事務局

平成２２年１０月２７日
平成２３年１月１７日

議 会 事 務 局

平成２２年１０月２７日
平成２２年１２月３日から
平成２２年１２月２４日まで

企 画 調 整 室

平成２２年１０月２７日
平成２２年１１月３０日から
平成２３年１月１９日まで

総 務 部

平成２２年１１月５日
平成２３年１月２７日から
平成２３年２月１０日まで

港 営 部

平成２２年１１月５日
平成２３年２月７日から
平成２３年３月４日まで

建 設 部

監 査 公 表
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�　注意事項
〈契約事務〉
　業務委託契約について、仕様書とは異なる請求を受け付けているものがあったので、適正に執行されるよう留意され
たい。
該当箇所　港営部

５　監査意見
�　準公金については、本来、本組合が扱うべきものであるかを今一度整理し、取り扱う場合においては一層の透明性を
確保するよう要望する。
該当箇所　企画調整室

�　委託業務における予定価格の算出については、業者からの見積りを増やすことや、他の港湾の事例も参考にするなど、
適正化に努められるよう要望する。
該当箇所　港営部、建設部

�　委託業務（設計、調査及び測量）については、工事と異なり事前に公表していないので、より多くの者に競争の機会
を与えるためにも、業務予定などの情報を広く公開するよう要望する。
該当箇所　建設部

�　財政援助団体等への監査においては、企業会計に詳しい有識者からのアドバイスが有効と思われるので、外部委託な
どの活用を図られるよう要望する。
該当箇所　監査委員事務局

監査公表第２号
　地方自治法第１９９条第７項の規定に基づき財政援助団体等監査を実施したので、同条第９項の規定により、監査の結果に関
する報告を公表する。
　　平成２３年４月１５日

名古屋港管理組合監査委員　吉　井　信　雄　
同　　　　　　　　　　　　宮　島　寿　男　

（名古屋港利用促進協議会）

１　監 査 種 別　財政援助団体監査
２　監査の対象　名古屋港利用促進協議会
３　実施年月日　平成２２年１２月１０日
　　　　　　　　平成２３年１月２８日
４　監査対象の概要
�　設立目的
　名古屋港の振興に関する基本的事項を調査、企画し、港湾利用の促進を図るとともに、会員相互の連絡懇親を図り、
もって名古屋港の振興と発展に寄与することを目的として、昭和５７年（１９８２年）５月２４日に設立された。

�　事業の内容
ア　名古屋港の船舶及び貨物誘致に関する総合的な調査研究を行い、その具体的施策を企画すること。
イ　名古屋港の振興宣伝を広く内外に向かって展開し、利用促進事業を実施すること。
ウ　名古屋港に関する種々の情報を広く周知させるため、刊行物を発行し、頒布すること。
エ　港湾に関連する各種情報、資料を収集し、その調査分析を行うこと。
オ　その他本会の目的達成のために必要な事業。
�　会員
　海上運送事業者、港湾運送事業者、倉庫業者その他関係業者、港湾管理者その他関係行政機関、学識経験者など２９４団
体・社（平成２２年３月３１日現在）

�　組織
　組織は会長１名、副会長３名、常任理事２２名、理事２１名、参与１９名、監事２名のもと、事務局員１６名（名古屋港管理
組合職員が兼務）により事業を行っている。
　なお、機構図は第１表に示すとおりである。

第１表　機構図（平成２２年３月３１日現在）
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５　監査の観点
　平成２１年度において、組合は、名古屋港利用促進協議会に対して、補助金として３，９００万円を交付している。地方自治法
第１９９条第７項の規定に基づき、組合の補助金が交付目的に沿って適正に執行されているか、補助金に係る会計処理は適正
に行われているかなどの点について、主として平成２１年度の出納その他の事務に係る監査を行った。
６　事業の状況
�　会議の開催
　総会１回、理事会１回、利用促進委員会２回、資料保存委員会１回を開催した。
�　振興促進事業の実施
　名古屋港利用者懇談会などの国内ポートセールス及び経済交流並びに名古屋港利用促進使節団を東南アジア地域に派
遣するなどの海外ポートセールスを実施した。また、船舶歓迎行事、調査、講演会など各種振興促進事業を行った。
�　雑誌の編集・発行
　雑誌「名古屋港」を隔月で発行した。
�　調査研究
　「名古屋港の輸出入コンテナ貨物流動調査」及び「船社の動向及び名古屋港の基幹航路維持拡充に関する調査」を行った。

７　収支計算書

 

増減率比較増減平成２０年度平成２１年度科　　　　目

％円円円
９９．７５△　１８０，５２９７２，８７７，８９１７２，６９７，３６２収入

９８．２０△　１１０，０００６，０９５，０００５，９８５，０００　会費

９９．６８△　２０４，０００６３，２２６，０００６３，０２２，０００　補助金

８９．０６△　２５５，０００２，３３１，０００２，０７６，０００　広告料

１００．０００３００，０００３００，０００　国際交流事業助成金

８６．７７△　５２，２５２３９５，０２６３４２，７７４　雑収入

１８３．０２４４０，７２３５３０，８６５９７１，５８８　繰越金

９８．０８△　１，３８３，００６７１，９０６，３０３７０，５２３，２９７支出

１２９．３３５８８，６６８２，００７，１０８２，５９５，７７６　事務費

１０７．３２１３９，１６６１，９００，４８５２，０３９，６５１　会議費

９８．８４△　５９８，９２８５１，４９６，９９６５０，８９８，０６８　振興促進費

９９．８９△　１１，９１２１１，００１，７１４１０，９８９，８０２　雑誌発行費

０．００△　３，５００，０００３，５００，００００　（調査費）

２００．００２，０００，０００２，０００，０００４，０００，０００　積立金

２２３．７６１，２０２，４７７９７１，５８８２，１７４，０６５当期収支差額
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８　監査結果
�　結果の概要
　監査の結果、経理事務等において、一部に注意及び改善を要する事例が見受けられた。今後の事務執行に当たっては、
これらの点に留意されたい。
�　指摘事項等
ア　指摘事項
特になし
イ　注意事項
（随意契約について）
　契約事務手続について、規程はあるものの、随意契約が可能な限度額については定めがなされていないので、限度額
を含め随意契約についての条件を定められたい。
（物品の扱いについて）
　物品はすべて消耗品として整理されているので、備品に類するものの管理が適切に行えるよう、規程などで明文化す
るよう検討されたい。
（事務決裁規程について）
　事務決裁規程について、重要な事項の決裁についても口頭承認による運用が見られるため、内部統制を図るためにも、
書面による運用を検討されたい。

９　監査意見
　名古屋港利用促進協議会は名古屋港の振興と発展に寄与することを目的としているが、本組合固有の業務との区別が曖
昧になっている。収入の多くが本組合からの補助金であるので、本来の目的をこれまで以上に意識し、透明性を高め、よ
り効率的かつ適切な方法で業務を遂行するため、組織・運営のあり方を検討されるよう要望する。
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（名古屋コンテナ埠頭株式会社）

１　監 査 種 別　出資団体監査
２　監査の対象　名古屋コンテナ埠頭株式会社
３　実施年月日　平成２２年１２月８日
　　　　　　　　平成２３年１月２８日
４　監査対象の概要
�　設立目的
　名古屋コンテナ埠頭株式会社は、国際海上コンテナ輸送の著しい発展に対処するため、埠頭業及びこれに付帯関連す
る一切の事業を目的として（定款第２条）、昭和４５年（１９７０年）１２月２６日に港湾管理者（名古屋港管理組合）と邦船社と
の共同出資により設立された。
�　事業の内容
ア　コンテナ埠頭の建設
イ　建設した施設の船社（外航貨物定期航路事業者）への貸し付け
ウ　建設した施設の改良、維持・管理
�　組織
　組織は、社長始め取締役１２名、監査役３名のもと、従業員１９名（期末退職者含む）により事業運営を行っている。機
構は第１表に示すとおりである。

第１表　機構図（平成２２年３月３１日現在）

５　監査の観点
　平成２２年３月３１日現在の株主資本金は３０億５，２８０万円でこのうち名古屋港管理組合が１５億２，６４０万円（資本金に対する比
５０％）を出資していることから、地方自治法第１９９条第７項の規定に基づき、主として第４０期（平成２１年４月１日から平成
２２年３月３１日まで）における出納その他の事務について監査を実施した。
６　事業の状況
埠頭の利用状況は第２表のとおりである。

第２表　埠頭の利用状況

対前年度比平成２０年度平成２１年度

△　８５隻　　　（△１３．３％）　　 ６３８隻　　 ５５３隻入港隻数

△　９５，１２９ＴＥＵ　　　（△２３．３％）４０７，９０４ＴＥＵ３１２，７７５ＴＥＵ取扱個数
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７　経営の状況
　平成２１年度（第４０期）と平成２０年度（第３９期）の比較貸借対照表と比較損益計算書は第３表及び第４表のとおりである。
第３表　比較貸借対照表

増減率比較増減平成２０年度平成２１年度科　　　　目

％円円円
１００．２３１７，６４８，６６５７，７３３，９５１，１１９７，７５１，５９９，７８４資産の部

９５．２５△　４５，５４３，７７２９５８，９７０，２０５９１３，４２６，４３３　流動資産

９６．４１△　２９，５３７，６６６８２１，６６９，５３３７９２，１３１，８６７　　現金預金

１００．８５３１６，９４４３７，２９６，６６８３７，６１３，６１２　　未収金

１４０．３３３，１６４，１２５７，８４４，９１１１１，００９，０３６　　未収税金還付金

９７．３１△　２２９，０００８，５０７，２００８，２７８，２００　　貯蔵品

１１９．８３１，０８５，４５７５，４７３，７７４６，５５９，２３１　　前払費用

９２．６９△　４８６，０５０６，６４８，５３６６，１６２，４８６　　繰延税金資産

７２．２４△　１９，８５７，５８２７１，５２９，５８３５１，６７２，００１　　その他流動資産

１００．９３６３，１９２，４３７６，７７４，９８０，９１４６，８３８，１７３，３５１固定資産

１００．６９４６，６４６，６０３６，７２４，９７９，６０８６，７７１，６２６，２１１　有形固定資産

９６．１６△　１６，２２７，４９０４２２，１５９，５２３４０５，９３２，０３３　　建物

８３．１４△　１７，５３７，９９０１０４，０１０，３８２８６，４７２，３９２　　建物附属設備

９２．６９△　１８７，２４２，８１５２，５６２，６０３，５８９２，３７５，３６０，７７４　　構築物

７９．３９△　２４３，１７０，６００１，１７９，７３２，９３３９３６，５６２，３３３　　機械装置

１４２．７８７３９，４３８１，７２８，５６８２，４６８，００６　　車輌運搬具

７４．３７△　４，４１３，９４０１７，２２０，５１９１２，８０６，５７９　　工具器具備品

１００．０００２，４３７，５２４，０９４２，４３７，５２４，０９４　　土地

－５１４，５００，００００５１４，５００，０００　　建設仮勘定

１００．０００９８７，９００９８７，９００　無形固定資産

１００．０００９８７，９００９８７，９００　　施設利用権

１３３．７６１６，５４５，８３４４９，０１３，４０６６５，５５９，２４０　投資その他の資産

１００．０００５９８，０００５９８，０００　　保証金

－２，２２９，７５２０２，２２９，７５２　　長期前払費用

１２９．５７１４，３１６，０８２４８，４１５，４０６６２，７３１，４８８　　繰延税金資産

１００．２３１７，６４８，６６５７，７３３，９５１，１１９７，７５１，５９９，７８４負債及び純資産の部

１０１．０１２５，７７０，７１３２，５６２，３６０，０３７２，５８８，１３０，７５０負債の部

３０．４９△　１，０８６，９２１，７０４１，５６３，６２７，６０５４７６，７０５，９０１　流動負債

２８．２９△　１，０５６，２５１，０８４１，４７２，８８７，７８７４１６，６３６，７０３　　１年以内返済長期借入金
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増減率比較増減平成２０年度平成２１年度科　　　　目

％円円円
２０４．６１２１，７５９，６５９２０，８００，５２２４２，５６０，１８１　　未払金

７６．６１△　２６，６８０１１４，０５６８７，３７６　　未払費用

５．８４△　６４，２７４，２００６８，２５７，３００３，９８３，１００　　未払法人税等

８９．１８△　１６９，５９９１，５６７，９４０１，３９８，３４１　　預り金

－１２，０４０，２０００１２，０４０，２００　　賞与引当金

２１１．４１１，１１２，６９２，４１７９９８，７３２，４３２２，１１１，４２４，８４９　固定負債

６８．１１△　３８，５２８，７０３１２０，８０４，０８２８２，２７５，３７９　　特別転貸債借入金

４５５．４９１，２３０，００２，０００３４６，０００，０００１，５７６，００２，０００　　市中銀行借入金

７２．０６△　１１４，９０４，０００４１１，２６７，２５０２９６，３６３，２５０　　長期預り金

１３３．３３３０，０００，０００９０，０００，０００１２０，０００，０００　　浚渫引当金

９７．０４△　２６９，８８０９，１０４，１００８，８３４，２２０　　退職給付引当金

１２９．６６６，３９３，０００２１，５５７，０００２７，９５０，０００　　役員退職慰労引当金

９９．８４△　８，１２２，０４８５，１７１，５９１，０８２５，１６３，４６９，０３４純資産の部

９９．８４△　８，１２２，０４８５，１７１，５９１，０８２５，１６３，４６９，０３４　株主資本

１００．０００３，０５２，８００，０００３，０５２，８００，０００　　資本金

９９．６２△　８，１２２，０４８２，１１８，７９１，０８２２，１１０，６６９，０３４　　利益剰余金

１１４．２９６，１０５，６００４２，７３９，２００４８，８４４，８００　　　利益準備金

９９．３１△　１４，２２７，６４８２，０７６，０５１，８８２２，０６１，８２４，２３４　　　その他利益剰余金

第４表　比較損益計算書

増減率比較増減平成２０年度平成２１年度科　　　　目

％円円円
８３．１３△　３０１，２０５，６１５１，７８５，３６２，４００１，４８４，１５６，７８５岸壁等貸付料

９１．１２△　１３２，００７，５２０１，４８６，２１８，５２４１，３５４，２１１，００４岸壁等管理事業費

９９．２７△　２，１６９，６７０２９５，２９５，７９３２９３，１２６，１２３一般管理費

４３．４４△　１６９，１９８，０９５２９９，１４３，８７６１２９，９４５，７８１　　営　業　利　益

４２．６４△　１，５４０，２５９２，６８５，０３０１，１４４，７７１営業外収益

８６．１３△　５，６８６，８６０４０，９８８，１０３３５，３０１，２４３営業外費用

３６．７２△　１６５，０５１，４９４２６０，８４０，８０３９５，７８９，３０９　　経　常　利　益

３６．７２△　１６５，０５１，４９４２６０，８４０，８０３９５，７８９，３０９　税引前当期純利益

３９．０１△　６７，０１２，４４９１０９，８６７，８０６４２，８５５，３５７　法人税等

３５．０６△　９８，０３９，０４５１５０，９７２，９９７５２，９３３，９５２　　当　期　純　利　益
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８　監査結果
　�　結果の概要
　事業は設立目的に沿って適正に行われており、提出された貸借対照表、損益計算書等の財務諸表の計数を関係諸帳簿
と照合した結果、いずれも符合し、経営成績及び財政状態を適正に表示しており、出納その他の事務は適正に執行され
ているものと認められた。

　�　指摘事項等
ア　指摘事項
　特になし
イ　注意事項
　特になし

９　監査意見
　コンテナ埠頭の経営環境は厳しいものであるが、制度改正もにらみながら、一層の効率化を図りつつ、公共性・公益性
を有する株式会社として業務を遂行されるよう要望する。
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　３月２３日招集された定例名古屋港管理組合議会は、会期を１日と決定し、議事終了閉会した。
　付議事件及びその結果は、下記のとおりである。

記
１　平成２３年度名古屋港管理組合一般会計暫定予算 原案可決
２　平成２３年度名古屋港管理組合基金特別会計暫定予算 原案可決
３　平成２３年度名古屋港管理組合施設運営事業会計暫定予算 原案可決
４　平成２３年度名古屋港管理組合埋立事業会計暫定予算 原案可決
５　特別職の職員の給与等に関する条例の一部改正について 原案可決
６　指定管理者の指定について（新舞子ボートパーク） 原案可決
７　平成２２年度名古屋港管理組合一般会計補正予算 原案可決
８　給与条例の一部改正について 原案可決
９　工事請負契約の締結について（金城ふ頭４号起重機改修及び移設工事） 原案可決
１０　平成２１年度名古屋港管理組合一般会計歳入歳出決算 認　　定
１１　平成２１年度名古屋港管理組合基金特別会計歳入歳出決算 認　　定
１２　平成２１年度名古屋港管理組合施設運営事業会計決算 認　　定
１３　平成２１年度名古屋港管理組合埋立事業会計決算 認　　定

議 会 事 項

氏　　　　名旧新

西　 川　 明　 子

堀　 尾　 冬　 樹

三　 浦　 祐　 次

浅　 野　 憲　 一

井　 上　 尚　 文

栩　 木　 歳　 子

議会事務局議事課　主事

議会事務局議事課庶務係長

議会事務局議事課　主事

総務部会計課用度係長

出納室兼務

企画調整室（企画担当）　主事

建設部管理課　主事

定年退職

（以上３月３１日）

名古屋港管理組合へ出向

名古屋港管理組合へ出向

議会事務局議事課庶務係長

出納室兼務解除

議会事務局議事課　主事

議会事務局議事課　主事

（以上４月１日）
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氏　　　　名旧新

宮　 崎　 誠　 吾

岡　 村　 志　 朗

監査委員事務局

監査課主査

建設部管理課経理係長

名古屋港管理組合へ出向

監査委員事務局

監査課主査

（以上４月１日）

監査委員事項
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氏　　　　名旧新

（退職者）

河　 村　 敏　 文会計管理者

長　 尾　 登 起 夫建設部長定年退職

北　 住　 五　 郎港営部港湾管理事務所長定年退職

西　 村　 和　 行建設部総合開発室担当課長（金城・南５区
開発担当）

定年退職

山　 田　 　 　 保企画調整室主幹（計画担当）定年退職

田　 中　 　 　 勝建設部施設事務所運河河川管理センター所
長

定年退職

林　 　 　 直　 正企画調整室（計画担当）　技師依願退職

山　 田　 勝　 行企画調整室（環境担当）　技師定年退職

長　 谷　 尊　 明港営部海務課　技師定年退職

水　 野　 兼　 明港営部港湾管理事務所　主事定年退職

佐　 藤　 裕　 二建設部港湾工事事務所　技師依願退職

近　 藤　 武　 司建設部港湾工事事務所　技師定年退職

（退職派遣職員）

下　 里　 卓　 功建設部工事課技術第三係長退職派遣（名古屋コンテナ埠頭派遣）

吉　 �　 伸 太 郎建設部管理課　主事退職派遣（名古屋コンテナ埠頭派遣）

（愛知県派遣職員）

水　 谷　 三 喜 男企画調整室参事（政策推進担当）併任解除

（名古屋市派遣職員）

山　 内　 一　 昭総務部参事（県市政策調整担当）併任解除

服　 部　 　 　 稔企画調整室担当課長（都市基盤担当）併任解除

（以上３月３１日）

志　 治　 孝　 利会計管理者

錦　 見　 桂　 司企画調整室次長企画調整室長

鈴　 木　 泰　 治企画調整室長建設部長

恵 飛 須　 　 　 朗建設部担当部長（総合開発担当）企画調整室次長

堀　 田　 信　 寿愛知県建設部港湾課付併任
企画調整室参事（政策推進担当）

山　 田　 　 　 淳名古屋市住宅都市局付参事併任
総務部参事（県市政策調整担当）

村　 上　 耕　 一建設部工事課長建設部担当部長（総合開発担当）

浅　 野　 一　 光企画調整室担当課長（コンテナターミナル
再編担当）

企画調整室担当課長（企画担当）

鈴　 木　 康　 之企画調整室担当課長（企画担当）企画調整室担当課長（港湾運営企画担当）

雑　 報
　副管理者名古屋市副市長山田雅雄は、平成２３年３月３１日任期満了した。
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遠　 藤　 浩　 二名古屋市上下水道局付主幹併任
企画調整室担当課長（都市基盤担当）

浅　 井　 康　 則建設部担当課長（外郭団体施設維持計画担
当）

企画調整室担当課長（環境担当）

本　 間　 士　 朗建設部総合開発室課長補佐（再開発担当）港営部担当課長（港湾利用高度化担当）

亀　 山　 隆　 彦港営部担当課長（コンテナ担当）港営部港湾管理事務所長

岡　 田　 康　 延港営部担当課長（プレジャーボート対策担
当）

港営部担当課長（コンテナ担当）

岩　 田　 　 　 健港営部付課長（名古屋みなと振興財団派遣）港営部付課長（名古屋みなと振興財団派遣
（更新））

小　 林　 政　 章総務部職員課課長補佐港営部付課長（名古屋みなと振興財団派遣）

中　 村　 常　 好港営部付課長（名古屋港埠頭公社派遣）港営部付課長（名古屋港埠頭公社派遣（更
新））

則　 竹　 和　 弘建設部担当課長（施設工事担当）建設部総合開発室担当課長（再開発担当）

野　 口　 哲　 史企画調整室主幹（事業担当）建設部総合開発室担当課長（金城・南５区
開発担当）

�　 �　 智　 �企画調整室担当課長（環境担当）建設部工事課長

早　 川　 金　 隆建設部施設事務所長建設部担当課長（施設工事担当）

畔　 �　 眞　 文建設部総合開発室担当課長（再開発担当）建設部施設事務所長

桑　 山　 幹　 根企画調整室主幹（企画担当）企画調整室主幹（港湾運営企画担当）

河　 合　 　 　 誠企画調整室主幹（環境担当）企画調整室主幹（計画担当）

水　 谷　 幸　 平港営部港湾管理事務所副所長（港湾施設維
持担当）

企画調整室主幹（環境担当）

田　 中　 晶　 仁建設部工事課技術第一係長企画調整室主幹（事業担当）

塚　 本　 隆　 保総務部職員課人事係長総務部職員課課長補佐

加　 藤　 隆　 則建設部総合開発室課長補佐（本庁舎等整備
担当）

総務部会計課課長補佐
出納室兼務

大　 村　 真　 司建設部技術管理課課長補佐港営部港湾管理事務所副所長（港湾施設維
持担当）

岩　 田　 聡　 司港営部海務課管理係長港営部付主幹（名古屋港埠頭公社派遣）

今　 枝　 弘　 昌建設部総合開発室課長補佐（本庁舎等整備
担当）

建設部総合開発室課長補佐（再開発担当）

佐 々 木　 浩　 二建設部総合開発室課長補佐（金城・南５区
開発担当）

建設部総合開発室課長補佐（本庁舎等調整
担当）

安　 藤　 一　 男企画調整室主幹（計画担当）建設部総合開発室課長補佐（金城・南５区
開発担当）

榊　 原　 伸　 裕建設部技術管理課担当係長（維持管理担当）建設部技術管理課課長補佐（維持管理担当）

渡　 辺　 浩　 一建設部技術管理課担当係長（技術基準・検
査担当）

建設部施設事務所運河河川管理センター所
長

齊　 藤　 あ ゆ み港営部振興課振興係長企画調整室主査（調整担当）

伊　 藤　 健　 治企画調整室主査（コンテナターミナル再編
担当）

企画調整室主査（企画担当）

鎌　 田　 敏　 志建設部港湾工事事務所担当係長（環境整備
担当）

企画調整室主査（企画担当）
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多　 度　 博　 行港営部付係長（名古屋清港会派遣）企画調整室担当係長（統計情報担当）

浜　 島　 真　 治企画調整室主査（企画担当）企画調整室主査（港湾運営企画担当）

橋　 場　 隆　 志企画調整室主査（事業担当）企画調整室主査（計画担当）

�　 橋　 祐　 司港営部付係長（名古屋みなと振興財団派遣）企画調整室主査（環境担当）

杉　 山　 晶　 彦企画調整室付係長
愛知県派遣

企画調整室主査（事業担当）
愛知県派遣解除

杉　 浦　 　 　 学建設部工事課　技師企画調整室主査（事業担当）

志　 賀　 良　 太企画調整室主査（調整担当）企画調整室付係長
愛知県派遣

柴　 田　 律　 雄建設部総合開発室担当係長（南５区開発担
当）

企画調整室付係長
愛知県派遣

原　 田　 　 　 剛建設部技術管理課担当係長（維持管理担当）企画調整室付係長
名古屋市派遣

硴　 野　 哲　 治港営部港湾管理事務所管理係長総務部危機管理室担当係長（防災・危機管
理担当）

平　 松　 久　 佳建設部港湾工事事務所技術第一係長総務部危機管理室担当係長（防災・危機管
理担当）

後　 藤　 浩　 一総務部会計課会計係長
出納室兼務

総務部行政管理課行政管理係長
出納室兼務解除

平　 野　 純　 平総務部行政管理課担当係長（外郭団体改革
推進担当）

総務部行政管理課担当係長（行政システム
改革担当）

杉　 野　 丈　 晴総務部行政管理課担当係長（ＯＡ担当）総務部行政管理課担当係長（情報化推進担
当）

稲　 本　 慶　 太総務部行政管理課担当係長（運用管理担当）総務部行政管理課担当係長（システム管理
担当）

須　 �　 道　 明総務部職員課給与係長総務部職員課人事係長

吉　 野　 算　 洋港営部港営課規制係長総務部職員課給与係長

宮　 本　 リ　 エ総務部行政管理課行政管理係長総務部会計課会計係長
出納室兼務

江　 口　 健　 司建設部総合開発室担当係長（再開発調整担
当）

総務部会計課用度係長
出納室兼務

佐 久 間　 観　 平総務部行政管理課担当係長（行政システム
改革担当）

港営部港営課担当係長（運営調査担当）

丹　 羽　 　 　 浩港営部港営課担当係長（運営調査担当）港営部港営課規制係長

宮　 �　 慎　 悟建設部総合開発室担当係長（本庁舎等整備
担当）

港営部港営課担当係長（プレジャーボート
対策担当）

青　 井　 万 里 子企画調整室主査（企画担当）港営部港営課担当係長（港湾利用高度化担
当）

内　 匠　 泰　 雄企画調整室主査（企画担当）港営部港営課担当係長（港湾利用高度化担
当）

小　 島　 陽　 一港営部管財課管財係長港営部振興課振興係長

中　 尾　 洋　 介港営部海務課　技師港営部振興課担当係長（港湾振興誌担当）

井 戸 田　 徹　 也港営部管財課管理第二係長港営部管財課管財係長

宮　 崎　 誠　 吾監査委員事務局出向
名古屋港管理組合事務職員兼務

港営部管財課管理第二係長
名古屋港管理組合事務職員兼務解除
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河　 合　 純　 二港営部海務課船席係長港営部海務課管理係長

山　 本　 孝　 弘港営部港湾管理事務所業務第二係長港営部海務課船席係長

堀　 尾　 冬　 樹議会事務局出向（議事課庶務係長）港営部港湾管理事務所管理係長

伊　 藤　 洋　 明港営部港営課担当係長（プレジャーボート
対策担当）

港営部港湾管理事務所業務第一係長

佐　 藤　 敏　 之港営部港湾管理事務所業務第一係長港営部港湾管理事務所業務第二係長

伊　 藤　 啓　 衣港営部付係長港営部港湾管理事務所担当係長（港湾施設
維持担当）

加　 藤　 　 　 剛港営部港湾管理事務所担当係長（電気設備
維持担当）

港営部港湾管理事務所施設維持第一係長

山　 下　 将　 典退職派遣（名古屋コンテナ埠頭派遣）港営部港湾管理事務所担当係長（電気設備
維持担当）

小 酒 井　 博　 人企画調整室主査（環境担当）港営部付係長（名古屋みなと振興財団派遣）

山　 口　 敬　 士港営部振興課担当係長（港湾振興誌担当）港営部付係長（名古屋みなと振興財団派遣）

小　 野　 直　 樹港営部付係長（名古屋みなと振興財団派遣）港営部付係長（名古屋みなと振興財団派遣
（更新））

谷　 水　 良　 至総務部危機管理室担当係長（防災・危機管
理担当）

港営部付係長（名古屋清港会派遣）

酒　 井　 　 　 徹退職派遣（名古屋コンテナ埠頭派遣）建設部管理課経理係長

秋　 元　 康　 隆建設部総合開発室担当係長（再生事業関連
担当）

建設部総合開発室担当係長（再開発調整担
当）

児　 玉　 一　 成港営部港湾管理事務所施設維持第一係長建設部総合開発室担当係長（本庁舎等調整
担当）

湊　 　 　 　 　 健建設部総合開発室担当係長（本庁舎等整備
担当）

建設部総合開発室担当係長（本庁舎等調整
担当）

徳　 田　 修　 康総務部危機管理室担当係長（防災・危機管
理担当）

建設部総合開発室担当係長（南５区開発担
当）

所　 　 　 隆　 臣企画調整室付係長
愛知県派遣

建設部技術管理課担当係長（技術調査担当）
愛知県派遣解除

市　 川　 善　 浩建設部総合開発室担当係長（本庁舎等整備
担当）

建設部技術管理課担当係長（技術基準・検
査担当）

音　 堅　 清　 人企画調整室主査（企画担当）建設部技術管理課担当係長（維持管理担当）

廣　 瀬　 敏　 彦建設部施設事務所担当係長（機械設備工事
担当）

建設部技術管理課担当係長（維持管理担当）

窪　 田　 光　 利建設部施設事務所電気係長建設部技術管理課担当係長（維持管理担当）

鈴　 木　 省　 吾建設部工事課技術第二係長建設部工事課技術第一係長

桐　 山　 隆　 二建設部技術管理課担当係長（技術調査担当）建設部工事課技術第二係長

堀　 尾　 隆　 行企画調整室主査（事業担当）建設部工事課技術第三係長

青　 山　 俊　 一建設部港湾工事事務所技術第二係長建設部港湾工事事務所技術第一係長

青　 木　 泰　 憲建設部技術管理課担当係長（維持管理担当）建設部港湾工事事務所担当係長（環境整備
担当）

近　 藤　 　 　 賢建設部港湾工事事務所技術第三係長建設部港湾工事事務所技術第二係長

服　 部　 純　 司企画調整室付係長
名古屋市派遣

建設部港湾工事事務所技術第三係長
名古屋市派遣解除
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竹　 中　 健　 二建設部施設事務所担当係長（堀川水門担当）建設部施設事務所担当係長（機械設備工事
担当）

土　 田　 喜　 久建設部施設事務所担当係長（電気設備工事
担当）

建設部施設事務所電気係長

戸　 谷　 章　 夫建設部総合開発室担当係長（本庁舎等整備
担当）

建設部施設事務所担当係長（電気設備工事
担当）

植　 手　 和　 也建設部施設事務所　技師建設部施設事務所担当係長（堀川水門担当）

岡　 村　 志　 朗建設部管理課経理係長監査委員事務局出向
名古屋港管理組合事務職員兼務

浅　 野　 憲　 一総務部会計課用度係長
出納室兼務

議会事務局出向
出納室兼務解除

柴　 山　 正　 弘港営部港営課　主事企画調整室（調整担当）　主事

槇　 田　 正　 俊総務部財政課　主事企画調整室（企画担当）　主事

亀　 岡　 孝　 典港営部港営課　主事企画調整室（企画担当）　主事

松　 井　 義　 明企画調整室（企画担当）　技師企画調整室（計画担当）　技師

吉　 田　 春　 樹総務部危機管理室　技師企画調整室（環境担当）　技師

石　 原　 洋　 子建設部工事課　技師企画調整室（環境担当）　技師

金　 森　 健　 二建設部港湾工事事務所　技師企画調整室（事業担当）　技師

原　 　 　 　 　 望建設部施設事務所　技師企画調整室（事業担当）　技師

大　 竹　 裕　 子総務部行政管理課　主事総務部総務課　主事

岡　 本　 真　 紀総務部職員課　主事総務部総務課　主事

城　 　 　 幸　 介港営部港営課　主事総務部総務課　主事

石　 黒　 貴　 弘港営部管財課　主事総務部総務課　主事

山　 本　 健 太 郎港営部海務課　技師総務部総務課　技師

浅　 野　 祐 三 子港営部港湾管理事務所　主事総務部総務課　主事

梅　 澤　 重　 昭企画調整室主査（計画担当）総務部危機管理室　技師

四　 宮　 雅　 之港営部港湾管理事務所　主事総務部危機管理室　主事

佐　 伍　 智　 弘建設部管理課　主事総務部危機管理室　主事

鈴　 木　 正　 史建設部施設事務所　技師総務部危機管理室　技師

鉄　 羅　 尚　 徳総務部総務課　主事総務部職員課　主事

伊　 藤　 友　 理総務部総務課　主事総務部職員課　主事

生　 田　 広　 臣港営部港営課　主事総務部財政課　主事

粟　 野　 直　 樹総務部職員課　主事港営部港営課　主事

清　 水　 昭　 貴港営部港営課　主事（名古屋みなと振興財
団派遣）

港営部港営課　主事

棚　 橋　 　 　 隆港営部振興課　主事港営部港営課　主事

飯　 尾　 栄　 治港営部振興課　主事港営部港営課　主事

安　 井　 豊　 治港営部港湾管理事務所　主事港営部港営課　主事

木　 �　 宏　 康建設部管理課　主事港営部港営課　主事

川　 瀬　 陽　 介総務部総務課　技師港営部港営課　技師（名古屋みなと振興財
団派遣）
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佐　 藤　 佳　 恵港営部港営課　主事（名古屋みなと振興財
団派遣）

港営部港営課　主事（名古屋みなと振興財
団派遣（更新））

渡　 邉　 博　 之港営部港営課　技師（名古屋みなと振興財
団派遣）

港営部港営課　技師（名古屋みなと振興財
団派遣（更新））

阿　 部　 恵 美 子港営部管財課　主事港営部港営課　主事（名古屋みなと振興財
団派遣）

北　 川　 雅　 人港営部港湾管理事務所　技師港営部港営課　技師（名古屋みなと振興財
団派遣）

柴　 田　 基　 亮建設部管理課　主事港営部港営課　主事（名古屋みなと振興財
団派遣）

鬼　 束　 　 　 慶総務部危機管理室　技師港営部港営課　技師（名古屋港埠頭公社派
遣）

石　 田　 訓　 之港営部管財課　主事港営部港営課　主事（名古屋港埠頭公社派
遣）

末　 冨　 将　 之建設部港湾工事事務所　技師港営部港営課　技師（名古屋港埠頭公社派
遣）

大　 嶋　 啓　 史総務部危機管理室　主事港営部振興課　主事

安　 東　 弘　 之港営部管財課　主事港営部振興課　主事

中　 村　 敏　 明総務部行政管理課　主事港営部管財課　主事

松　 芳　 多 香 美総務部会計課　主事
出納室兼務

港営部管財課　主事
出納室兼務解除

山　 本　 み ゆ き港営部港営課　主事港営部管財課　主事

栩　 木　 芳　 光建設部総合開発室（再開発担当）　主事港営部管財課　主事

猪　 野　 寿　 美総務部総務課　技師港営部海務課　技師

守　 屋　 英　 孝総務部危機管理室　技師港営部海務課　技師

高　 森　 義　 隆港営部海務課担当係長（小型船舶運用管理
担当）

港営部海務課　技師

寺　 本　 ま　 り建設部工事課　主事港営部海務課　主事

石　 橋　 敦　 子総務部総務課　主事港営部港湾管理事務所　主事

山　 川　 英　 之総務部職員課　主事港営部港湾管理事務所　主事

芳　 賀　 純　 司港営部港営課　技師（名古屋みなと振興財
団派遣）

港営部港湾管理事務所　技師

伊　 藤　 彰　 敏港営部港営課　技師（名古屋港埠頭公社派
遣）

港営部港湾管理事務所　技師

板　 倉　 良　 樹港営部海務課　主事港営部港湾管理事務所　主事

鈴　 村　 知　 之建設部工事課　技師港営部港湾管理事務所　技師

三　 浦　 祐　 次議会事務局出向港営部港湾管理事務所　主事

荒　 川　 弘　 樹港営部港営課　主事建設部管理課　主事

榎　 本　 綾　 菜港営部港営課　主事（名古屋みなと振興財
団派遣）

建設部管理課　主事

水　 谷　 清　 彦港営部港湾管理事務所　主事建設部管理課　主事

生　 田　 英　 子建設部施設事務所　主事建設部管理課　主事

川　 勝　 俊　 徳企画調整室（調整担当）　主事建設部総合開発室（再開発担当）　主事

香　 村　 美 保 子建設部技術管理課　技師建設部総合開発室（再開発担当）　技師
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齊　 藤　 　 　 睦企画調整室（事業担当）　技師建設部総合開発室（金城・南５区開発担当）
技師

香　 村　 　 　 悟建設部工事課　技師建設部技術管理課　技師

喜　 田　 和　 幸建設部工事課　技師建設部技術管理課　技師

加　 藤　 真　 魅建設部施設事務所　技師建設部技術管理課　技師

長 谷 川　 　 　 浩企画調整室（環境担当）　技師建設部工事課　技師

加　 藤　 博　 司港営部港湾管理事務所　技師建設部工事課　技師

滝　 川　 　 　 徹建設部総合開発室（再開発担当）　技師建設部工事課　技師

三　 岡　 道　 治建設部総合開発室（金城・南５区開発担当）
技師

建設部工事課　技師

山　 �　 恭　 雅建設部港湾工事事務所　技師建設部工事課　技師

水　 上　 琢　 允港営部港営課　技師（名古屋港埠頭公社派
遣）

建設部港湾工事事務所　技師

浅　 野　 　 　 慎建設部技術管理課　技師建設部港湾工事事務所　技師

林　 　 　 章　 郎建設部工事課　技師建設部港湾工事事務所　技師

渡　 辺　 原　 領企画調整室（事業担当）　技師建設部施設事務所　技師

丸　 山　 朋　 博建設部総合開発室（再開発担当）　技師建設部施設事務所　技師

牧　 野　 紀　 彦建設部技術管理課　技師建設部施設事務所　技師

副　 田　 雄　 一建設部工事課　技師建設部施設事務所　技師

井　 上　 尚　 文企画調整室（企画担当）　主事議会事務局出向

栩　 木　 歳　 子建設部管理課　主事議会事務局出向

金　 井　 孝　 憲新規採用企画調整室（計画担当）　技師

浅　 川　 賢　 司新規採用総務部職員課　主事

青　 木　 の り 子新規採用港営部港営課　主事

�　 津　 愛　 弓新規採用建設部管理課　主事

宮　 部　 直　 季新規採用建設部工事課　技師

寺　 戸　 裕　 二新規採用建設部港湾工事事務所　技師

（以上４月１日）
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